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(百万円未満切捨て)

１．2022年３月期第３四半期の連結業績（2021年４月１日～2021年12月31日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年３月期第３四半期 433,019 △15.1 △14,597 － △14,254 － △11,462 －

2021年３月期第３四半期 509,782 △6.3 17,891 △50.3 15,033 △55.7 9,825 △59.6
(注)包括利益 2022年３月期第３四半期 △11,693百万円( －％) 2021年３月期第３四半期 9,134百万円( △56.3％)

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2022年３月期第３四半期 △55.72 －

2021年３月期第３四半期 47.76 －
　

(注)「収益認識会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用して
おります。

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2022年３月期第３四半期 1,500,689 309,866 20.5

2021年３月期 1,430,424 327,953 22.8
(参考) 自己資本 2022年３月期第３四半期 307,490百万円 2021年３月期 325,678百万円

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2021年３月期 － 15.00 － 15.00 30.00

2022年３月期 － 15.00 －

2022年３月期(予想) 15.00 30.00
(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無
　　

　

３．2022年３月期の連結業績予想（2021年４月１日～2022年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 610,000 △15.2 △6,500 － △7,000 － △6,000 － △29.00
(注１)直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 有

(注２)第１四半期連結会計期間の期首より「収益認識会計基準」（企業会計基準第29号）等を適用しているため、
　 上記連結予想値は当該基準等に基づいた金額としております。

　



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ： 無

　 (連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有
　

(注) 詳細は、【添付資料】P.9「２.四半期連結財務諸表及び主な注記 （３）四半期連結財務諸表に関する
注記事項（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）」をご覧ください。

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無
　

(注) 詳細は、【添付資料】P.9「２.四半期連結財務諸表及び主な注記 （３）四半期連結財務諸表に関する
　 注記事項（会計方針の変更）」をご覧ください。

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2022年３月期３Ｑ 223,086,202株 2021年３月期 223,086,202株

② 期末自己株式数 2022年３月期３Ｑ 17,359,947株 2021年３月期 17,363,621株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2022年３月期３Ｑ 205,725,311株 2021年３月期３Ｑ 205,725,275株

(注)当社は、「株式給付信託（ＢＢＴ）」を導入しており、期末自己株式数には、「株式給付信託（ＢＢＴ）」に
係る信託口が保有する当社株式（2022年３月期３Ｑ177,034株、2021年３月期183,634株）が含まれておりま
す。
また、当該信託口が保有する当社株式を、期中平均株式数の計算において控除する自己株式数に含めており
ます。(2022年３月期３Ｑ179,674株、2021年３月期３Ｑ184,494株）

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

・本資料に記載されている将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的であると判断
　 する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。
　 なお、業績予想に関する事項については、【添付資料】P.4「１．当四半期決算に関する定性的情報
　 （２）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。
　・決算補足説明資料は、2022年１月28日(金)に当社ホームページに掲載いたします。
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１．当四半期決算に関する定性的情報 

（１）経営成績に関する説明 

① 電 力 販 売

小売販売電力量は、前年度の夏季が高気温であったことによる空調需要の反動減があった

ものの、産業用の稼働増に伴う電力需要の増などにより、前年同期に比べ１.３％増の１６１

億７５百万 kWhとなりました。 

また、卸販売電力量は、卸電力取引所での販売が増加したことなどから、前年同期に比べ

５２.４％増の６３億１１百万 kWhとなりました。 

この結果、総販売電力量は、前年同期に比べ１１.９％増の２２４億８６百万 kWhとなりま

した。 

(単位：百万kWh、％) 

2020年度第３四半期 

(2020/4～2020/12) 

（Ａ） 

2021年度第３四半期 

(2021/4～2021/12) 

（Ｂ） 

比   較 

前年差（Ｂ－Ａ） 伸び率 

小
売
販
売 

電 灯 ５,６０５ ５,３７２ △ ２３３ △ ４.１

電 力 １０,３５６ １０,８０２ ４４６ ４.３ 

計 １５,９６０ １６,１７５ ２１５ １.３ 

卸 販 売 ４,１４１ ６,３１１ ２,１７０ ５２.４ 

総販売電力量 ２０,１０１ ２２,４８６ ２,３８５ １１.９ 

(注) 決算日において未確定であるインバランス電力量等は含めていない。 

② 電 力 供 給

伊方発電所３号機が昨年１２月に運転を再開したことから、原子力発電電力量は、４億６７

百万 kWhとなりました。また、自社水力発電電力量は、前年同期に比べ１４.５％減の１６億

６３百万 kWhとなり、他社からの受電電力量は、７.１％増の１２３億２７百万 kWhとなりま

した。 

この結果、自社火力発電電力量は、前年同期に比べ１４.４％増の９４億４７百万 kWhとな 

りました。 

(単位：百万kWh、％) 

2020年度第３四半期 

(2020/4～2020/12) 

（Ａ） 

2021年度第３四半期 

(2021/4～2021/12) 

（Ｂ） 

比   較 

前年差（Ｂ－Ａ） 伸び率 

自

社

水   力 １,９４６ １,６６３ △ ２８３ △ １４.５

利用率 － 8.3％ 8.3％ 

原 子 力 － ４６７ ４６７ － 

新 エ ネ ５ ６  １ ２１.５ 

火   力 ８,２６０ ９,４４７ １,１８７  １４.４ 

他社受電 

(水力・新エネ再掲) 

１１,５１４  

（ ４,５８０） 

１２,３２７ 

（ ４,８５８） 

８１３  

（  ２７８） 

７.１ 

（  ６.１） 

(注) 1.決算日において未確定であるインバランス電力量等は含めていない。 

 2.自社の発電電力量は、従来、発電端電力量を記載してきたが、第１四半期より送電端電力量に変更している。これに伴い、 

前第３四半期の値を送電端電力量に組み替えて記載している。 
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③ 収  支

(売 上 高)  卸販売収入やその他事業収入は増加したものの、収益認識に関する会計基準の適用に伴

う売上減などから、前年同期に比べ７６７億円（△15.1％）減収の４,３３０億円となりま

した。

（当該会計基準の適用影響を除けば、前年同期に比べ５１１億円（＋10.0％）の増収）

(営業費用) 燃料価格の高騰や総販売電力量の増加等に伴う費用増があったものの、収益認識に関す

る会計基準の適用に伴う減少などから、前年同期に比べ４４２億円（△9.0％）減少の  

４,４７６億円となりました。

（当該会計基準の適用影響を除けば、前年同期に比べ８４０億円（＋17.1％）の増加）

(損  益) 燃料価格の高騰影響などにより需給関連収支が悪化したことから、前年同期に比べ営業

損益は、３２３億円悪化の１４５億円の損失、経常損益は、２９２億円悪化の１４２億円

の損失、また、親会社株主に帰属する四半期純損益は、２１２億円悪化の１１４億円の損

失となりました。 

なお、燃料価格の高騰影響については、３～５か月遅れで燃料費調整額（収入）に反映

されるため、当期の業績が大幅に悪化しています。 
 (単位：億円、％) 

2020年度第３四半期 

(2020/4～2020/12) 

（Ａ） 

2021年度第３四半期 

(2021/4～2021/12) 

（Ｂ） 

比   較 

前年差（Ｂ－Ａ） 伸び率 

営

業

収

益

電

気

事

業

小 売 販 売 収 入 3,017 2,671 △ 346 △ 11.5

卸 販 売 収 入 322 665 343 106.5 

そ の 他 収 入 1,076 231 △ 845 △ 78.5

小  計 4,417 3,569 △ 848 △ 19.2

そ の 他 事 業 680 760 80 11.8 

合   計 5,097  4,330 △ 767 △ 15.1

営

業

費

用

電

気

事

業

人 件 費 399 328 △ 71 △ 17.8

需
給
関
連
費

燃 料 費 384 710 326 84.7 

購入電力料 1,620 1,190 △ 430 △ 26.6

小  計 2,005 1,901 △ 104 △ 5.2

減 価 償 却 費 365 389 24 6.6 

修 繕 費 390 384 △ 6 △ 1.7

原子力バックエンド費用 20 33 13 63.0 

そ の 他 費 用 1,132 757 △ 375 △ 33.1

小  計 4,314 3,794 △ 520 △ 12.1

そ の 他 事 業 604 681 77 12.9 

合   計 4,918  4,476 △ 442 △ 9.0

営 業 損 益 178 △ 145 △ 323 - 

営 業 外 損 益 △ 28 3  31 - 

経 常 損 益 150 △ 142 △ 292  - 

特 別 損 失 - 16 16 - 

法 人 税 ほ か 52 △ 44 △ 96 - 

親会社株主に帰属する四半期純損益 98 △ 114 △ 212 - 
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（２） 連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

① 電 力 販 売

小売販売電力量は、契約電力の増加などから、前回公表値に比べ０.７％増の２２１.９億 kWh、

卸販売電力量は、相対取引の増加などから、前回公表値に比べ７.４％増の８９.５億 kWhと想定し

ています。 

この結果、総販売電力量は、前回公表値に比べ２.６％増の３１１.４億 kWhと想定しています。 

(単位：億 kWh、％) 

前回予想 

（Ａ） 

今回修正予想 

（Ｂ） 

比  較 

差引（Ｂ－Ａ） 伸び率 

小 売  販  売 ２２０.３ ２２１.９ １.６ ０.７ 

卸  販  売 ８３.３ ８９.５ ６.２ ７.４ 

総 販 売 電 力 量 ３０３.６ ３１１.４ ７.８ ２.６ 

② 連 結 業 績

売上高は、総販売電力量の増などにより、前回公表値に比べ３００億円増加の６,１００億円と

想定しています。 

損益については、燃料価格の高騰や伊方３号機の運転再開時期遅延に伴い需給関連収支が悪化

することから、前回公表値に比べ、営業損益は１３０億円悪化の６５億円の損失、経常損益は  

１３０億円悪化の７０億円の損失、親会社株主に帰属する当期純損益は１０５億円悪化の６０億

円の損失と想定しています。  

(単位：億円、％) 

前回予想 

（Ａ） 

今回修正予想 

（Ｂ） 

比  較 

差引（Ｂ－Ａ） 伸び率 

売 上 高 ５,８００ ６,１００ ３００ ５.２ 

営 業 損 益 ６５ △ ６５ △ １３０ － 

経 常 損 益 ６０ △ ７０ △ １３０ － 

親会社株主に帰属する 
当 期 純 損 益 

４５ △ ６０ △ １０５   － 

１株当たり当期純損益 ２２円 △ ２９円 △ ５１円   － 

 [前提諸元] 

石炭ＣＩＦ (＄/t) １４７ １５０ ３ 

原油ＣＩＦ (＄/b) ７０ ７５ ５ 

為替レート (円/$) １１０ １１２ ２ 

③ 配  当 

  ２０２１年度の期末配当予想については、前回公表（１株当たり１５円）から変更はありません。 
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

資産の部

固定資産 1,190,689 1,241,103

有形及び無形固定資産 940,873 961,625

水力発電設備 58,593 56,637

汽力発電設備 68,868 63,755

原子力発電設備 119,799 189,627

送電設備 118,678 116,315

変電設備 80,192 81,686

配電設備 202,067 202,087

その他の固定資産 100,758 97,736

建設仮勘定及び除却仮勘定 123,491 86,304

原子力廃止関連仮勘定 43,168 42,220

使用済燃料再処理関連加工仮勘定 25,254 25,254

核燃料 93,869 94,062

装荷核燃料 － 13,654

加工中等核燃料 93,869 80,408

投資その他の資産 155,947 185,415

長期投資 52,968 52,109

繰延税金資産 31,728 38,503

退職給付に係る資産 8,150 8,978

その他 63,131 86,014

貸倒引当金 △30 △190

流動資産 239,734 259,586

現金及び預金 65,494 72,776

受取手形及び売掛金 101,558 －

受取手形、売掛金及び契約資産 － 70,407

リース債権及びリース投資資産 15,440 15,613

棚卸資産 27,991 39,848

その他 30,080 61,493

貸倒引当金 △829 △553

資産合計 1,430,424 1,500,689
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

負債の部

固定負債 906,992 893,499

社債 349,988 339,990

長期借入金 370,300 367,400

退職給付に係る負債 23,909 23,825

資産除去債務 126,885 127,089

その他 35,908 35,193

流動負債 187,666 289,590

1年以内に期限到来の固定負債 44,602 103,096

コマーシャル・ペーパー 10,000 68,000

支払手形及び買掛金 42,371 38,864

未払税金 11,900 4,812

その他 78,792 74,816

特別法上の引当金 7,811 7,733

渇水準備引当金 7,811 7,733

負債合計 1,102,470 1,190,823

純資産の部

株主資本 318,381 300,554

資本金 145,551 145,551

資本剰余金 35,198 35,198

利益剰余金 179,315 161,483

自己株式 △41,684 △41,679

その他の包括利益累計額 7,297 6,935

その他有価証券評価差額金 1,779 1,321

繰延ヘッジ損益 1,526 2,229

為替換算調整勘定 730 2,519

退職給付に係る調整累計額 3,260 865

非支配株主持分 2,275 2,376

純資産合計 327,953 309,866

負債純資産合計 1,430,424 1,500,689
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

営業収益 509,782 433,019

電気事業営業収益 441,722 356,930

その他事業営業収益 68,060 76,089

営業費用 491,891 447,616

電気事業営業費用 431,487 379,442

その他事業営業費用 60,404 68,174

売上原価 50,049 58,710

販売費及び一般管理費 10,355 9,463

営業利益又は営業損失（△） 17,891 △14,597

営業外収益 3,193 5,113

受取配当金 1,367 850

受取利息 367 430

有価証券売却益 0 274

為替差益 632 1,194

持分法による投資利益 415 1,460

その他 409 902

営業外費用 6,051 4,770

支払利息 4,301 4,176

有価証券評価損 685 177

その他 1,065 416

経常利益又は経常損失（△） 15,033 △14,254

渇水準備金引当又は取崩し － △77

渇水準備引当金取崩し（貸方） － △77

特別損失 － 1,646

インバランス収支還元損失 － 1,646

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

15,033 △15,823

法人税等 5,066 △4,491

四半期純利益又は四半期純損失（△） 9,967 △11,331

非支配株主に帰属する四半期純利益 142 131

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主
に帰属する四半期純損失（△）

9,825 △11,462
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四半期連結包括利益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 9,967 △11,331

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 243 △360

繰延ヘッジ損益 △1,116 △249

為替換算調整勘定 △548 1,381

退職給付に係る調整額 2,124 △2,428

持分法適用会社に対する持分相当額 △1,535 1,294

その他の包括利益合計 △832 △361

四半期包括利益 9,134 △11,693

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 8,992 △11,824

非支配株主に係る四半期包括利益 142 131
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記) 

   該当事項はない。 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記） 

 該当事項はない。 

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用） 

（税金費用の計算） 

税金費用は、税引前四半期純損益に見積実効税率を乗じるなど簡便な方法により算定している。 

（会計方針の変更） 

（収益認識に関する会計基準等の適用） 

「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第 29 号 2020 年３月 31 日。以下「収益認識会

計基準」という。）等を第１四半期連結会計期間の期首より適用し、約束した財又はサービスの

支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益

を認識することとした。ただし、電気事業営業収益のうち、電灯・電力料等については、収益

認識会計基準等の適用後も、電気事業会計規則に従い、検針により決定した電力量（検針日基

準）に基づき収益計上を行っている。 

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第 84項ただし書きに定める経過的

な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用し

た場合の累積的影響額を、第１四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残

高から新たな会計方針を適用している。ただし、収益認識会計基準第 86項に定める方法を適用

し、第１四半期連結会計期間の期首より前までに従前の取扱いに従ってほとんどすべての収益

の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用していない。 

また、「電気事業会計規則等の一部を改正する省令」（令和３年経済産業省令第 22 号 令和３

年３月 31 日）の施行により改正された、「電気事業会計規則」を第１四半期連結会計期間の期

首より適用し、再生可能エネルギー固定価格買取制度に係る再エネ特措法賦課金は、電気事業

営業収益に計上せず、再エネ特措法交付金は、電気事業営業費用から控除している。 

この結果、当第３四半期連結累計期間の営業収益は 127,799 百万円、営業費用は 128,255 百

万円それぞれ減少し、営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失はそれぞれ 455 百万

円減少しており、当第３四半期連結会計期間末の流動資産における「受取手形、売掛金及び契

約資産」のうち再エネ特措法交付金に係る売掛金が 24,204 百万円減少し、「その他」が同額増

加している。また、利益剰余金の当期首残高は 174百万円減少している。  

収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」

に表示していた「受取手形及び売掛金」は、第１四半期連結会計期間より「受取手形、売掛金

及び契約資産」に含めて表示することとした。なお、収益認識会計基準第 89-２項に定める経過

的な取扱いに従って、前連結会計年度について新たな表示方法により組替えを行っていない。 

（時価の算定に関する会計基準等の適用） 

「時価の算定に関する会計基準」(企業会計基準第 30号 2019年７月４日。以下「時価算定会

計基準」という。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第 19 項

及び「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準第 10 号 2019 年７月４日)第 44-２項に定め

る経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を将来にわたって適

用することとしている。なお、四半期連結財務諸表に与える影響はない。 
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